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第4章 デー タ通信

第1節 概 況

電子計算機等を電気通信回線に接続 してデ ータの伝送 と処理 とを一体的に

行 うデ ータ通 信は,こ こ数年 来順調 な発展を遂げてきたが,昭 和55年 度 に お

いて も総体 としては昨年度 とほぼ同様の発展を示 した。

まず,デ ータ通信回線の利用 状況 をみ ると,国 内データ通信回線数 は,昨

年度 とほぼ同様 の伸びを示 し,26%の 増 加 とな った。 この うち特定通 信回線

にあ っては規格別 の構成比か らみれ ばユーザがその音声帯域を 自由に利用 で

きるD-1規 格 が49%を 占めている。他方,公 衆通 信回線にあ っては電話型

回線の 占める割合 が多 く89%を 占めてい る。 また,国 際 データ通 信回線 も25

%増 と大 きな伸 びを示 した。

次に,デ ータ通 信のシステム数 につい ては,国 内データ通信 システムは,

55年 度 末現在5,879の システ ムが設置 されてお り,対 前年 度比26%,1,211シ

ス テムの増加 となった。 また,国 際デ ータ通信 システムは,55年 度 末現在

156シ ス テムが設置 され てお り,対 前年度比29%,35シ ス テムの増加 となっ

てい る。

データ通信サー ビスを他人の需要 に応 じて提供する情報通信事業は,電 電

公社,国 際電電及 び民間企業に よ り営 まれ てい る。我 が国 の情報通信事業は

全米的,全 世界的なネ ッ トワークを形成 してい る米国の情報通信事業に比べ

ると,事 業規模や ネ ッ トワー ク規模等か らみて も小規模な ものがほ とん どで

あ るが,最 近に お い て は,ネ ッ トワー ク ・インフォメーシ ョン ・サー ビス

(NIS)へ 発 展 しようとす る動 きが現われて きている。

データ通信 システ ムは,近 年の電気通信技術,電 子計算機技術,ソ フ トウ

ェア技術等の発達 に伴 い,従 来の ような集中処理 方式か ら分散処理方式へ と



一206一 第2部 各 論

移行 してい く傾 向がみ られ,他 方では,異 な るデ ータ通信 システ ム相互間を

接続 して電子 計算機 の処理能 力や データベ ースを効率的に共同利用す る,い

わゆる資源共有型 の コンピュータ ・ネ ッ トワークへ と発展 してい く動 きもみ

られる。 この ようなネ ッ トワー ク化 の動 向に対応 して,コ ン ピュータ ・メー

カはそれ ぞれ独 自のネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュア構想を発表 してお り,

CCITT等 に おいては,デ ータ通 信におけ るプ ロ トコルの標準化作業が進 め

られた。 郵政省においても,推 奨通 信方式 と して 「汎用 コンピュータ ・コ ミ

晶ロケ ーシ ョン ・ネ ッ トワー ク ・プロ トコル(CCNP)」 を 告示 した(55年11

月)。 また,電 電公社は,デ ィジタル伝送交換技術を利用 した,デ ータ通信

等に適 した新 しいサー ビスと して,回 線交換サ ービス(54年12月)及 び パケ

ッ ト交換 サ ービス(55年7月)の 提 供を開始 した。 国際電電に おいても,わ

が国の利用者 が外 国のデータベースに オン ライ ンで ア クセ ス し,情 報検索等

を行 うために用 いられ る新 しい 国際 ネ ッ トワー クサ ー ビスである国際 コンピ

ュータ ・ア クセスサー ビス(55年9月)を 開始 した。

第2節 デー タ通信 回線 の利用状況

1国 内デ ータ通信 回線

(1)年 度別 利用状況

国内データ通信 回線 の利用状況は第2-4-1表 の とお りで ある。回線数

は26%増 と例年 に比 し大 きな伸 びを示 し,55年 度 末に は13万4,703回 線 に達

した。

デ ータ通 信回線はその種類 に よって伝送速 度が異 なる。 そこで回線数 をそ

の伝送 可能速 度(b/s)に 乗 じて得 られ る数 を全種類合 計 した数,つ ま りデー

タ通信回線の伝送 可能 ビッ ト数 を推 計 して み る と,52年 度 末現在7,311万

2,400b/sで あ った ものが,55年 度 末では1億4,668万3,850b/sと な り,こ

の3年 間に伝 送可能情報量 は2.0倍 に 増加 した こととなる。



第2-4-1表 国内データ通信回線の利用状況
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特

定

通

信

回

線

公信
衆回
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帯

域

品

目

符
号
品
目

D-1(帯 域 使 用

D-lS(帯 域 使 用 ・特)
D-5(1,200b/s)

D-7(2,400b/s)

D-9(4,800b/s)

D-13(9,600b/s)

1-1(帯 域 使 用)

1-3(48kb/s)

J-1(帯 域 使 用)

50b/s
lOOb/s
200b/s
l,200b/s
2,400b/s
4,800b/s
9,600b/s
48kb/s
計

電 話 型(お おむ ね1,200b/s)

電 信 型(50b/s)

計
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回徽1峯 度箆
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10,02791.6

4,607174.6

439156.2

64278.3
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105.0
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3,61194.8
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回 線 数 対 前年度比
39,236125.0%
492450.O
lI438.8
99104.2
27108.0
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7175.0
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3
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1
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49288.2
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6,540

11,803

7,89Q
1,206

98

101

124.7%

344.9
62.3
116,2
96.3

117.9

142.9

83,5151123.9
19,738

3,833

23,571

156.6

106.1

145.3

127.4

90.3

106.8

104.O

i12量1

135。8

200.0

97.1

100,2691120.1
30,671

3,763

34,434

合計儂 送可誤 。,矧
71,094116.283,639117.6107,086128.Ol34,703

73,lI2,400128.091,235,8001248116,445,000127.6146,683,850

…82411。 ・ ・i

155.4

98,2

146.1

125.8

126.0

(参考)専 用 回 線 数 279,876 lO3,8 28…4レ …1 ・。1・86111。1・ ・

*1=旧A-1規 格*2=旧B-1規 格*3=旧C-2規 格

(注)1.特 定 通 信 回線 の帯 域 品 目及 び公 衆 通 信 回 線 の伝 送 可 能b/sの 算 出 に 際 しては,次 の とお り推 計 した。

D-1及 びD-1S=1,200b/s,1-1ロ14,400b/s,J-1=72,000b/s,そ の 他=区 別 欄()内

2.専 用 線 の53年 度 末 回 線 数 に は,高 速 模 写 伝送 サ ー ビ スか らG規 格 へ の移 行 分 を 含む 。

3.52年 度 以前 は試 行 サ ー ビス の高 速 模 写 伝 送 サ ー ビスを 含 む。
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第2-4-2図 国内特定通信回線の利用状況
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(2)特 定通信回線の利用状況

第2-4-1表 に示すとお り,利 用されているデータ通信回線の回線数の

74%は 特定通信回線である。

特定通信回線は,53年4月 に,専 用線と同様に品目等が改定され帯域品目

と符号品 目に分けられた。

規格別にみると,第2-4-2図 のとお りD-1規 格(帯 域使用)が 著 し

い伸びをみせていることが特徴となっている。

(3)公 衆通信回線の利用斗犬況

公衆通信回線は,48年 度に至って実際に利用され始めた。55年 度末現在の

利用回線数は3万4,434回 線であ り,そ のうち89%を 電話型(加 入電話回線

利用のもの)が 占めており,電 信型(加 入電信回線利用のもの)の 占める割

合は年々減少している。

2国 際データ通信回線

国際電電が提供するデータ通信回線には,特 定通信回線 と電信型公衆通信

回線(国 際加入電信回線利用のもの)と がある。

(1)年 度別利用状況

第2-4-3表 は49年度末か ら55年度末までの間における国際データ通信

第2-4-3表 国際データ通信回線の利用状況ぱ
特定通信回線

音 声 級

200b/s

lOOb/s

75b/s

50b/s

25b/s

12.5b/s

49

33

2

0

27

61

31

11

50

34

3

0

27

65

32

9

51

36

3

0

31

63

31

10

52

42

2

0

33

63

24

7

53

53

3

0

43

56

22

7

54

58

4

0

41

69

16

6

55

67

4

0

50

64

19

5

公衆通信回線 陣 信型・・b/・ 0 ・1・128169114・1221

計
ll65172レ81「199レ531343143・
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第2-4-4図 伝送可能ビット数の増加状況
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回 線の利用 状況 である。

55年 度末現在 におけ る利用回線数 は前年度末に比べ25%増 とな ってお り,1

また伝送可能 ビ ット数は第2-4-4図 の とお り54年 度末に比ぺ,34%増 加

してい る。

(2)音 声 級回線の利用状況

第2-4-5表 は,音 声級 回線の利用状況 を示 した ものである。音声級回

線は,55年 度 末では前年度末か ら9回 線増加 して67回 線 とな った。その うち

66回 線は,利 用者 が変復調装置を 自営で設置 してい る帯域使用 であ る。分割

の状況は,75b/s及 び50b/sへ の 分割 が多いが,75b/sは 前 年度に比べ減

少 してお り,代 わ って9,600b/sで の利用が増加 してい る。

音声級回線は数 こそ少ないが,伝 送す るデータ量は多 く,そ の伝送 可能 ビ

ッ ト数の国際特定通 信回線全体の うちに占め る割合は98%に も達す る。利用

してい る業種は,商 業(12回 線),運 送 業(9回 線),政 府(7回 線)が 主た

るものであ る。

第2-4-5表 音 声級回線の利用状況

年 度 別

回 線 数

伝

送

速

度

9,600b/s

7,2001)/s

4,800b/s

2,400b/s

1,200b/s

300b/s

75b/s

50b/s

25b/s

伝送可能ビット数

(対 前 年 度 比)

49

33

50

34

O

o

O

ll

1

0

171

37

0

5

0

0

8

1

0

153

60

0

51

36

6

0

3

7

1

0

182

104

0

52

42

7

1

4

8

2

0

206

132

3

53

53

18

1

2

11

1

1

160

115

3

54

58

20

1

8

10

2

1

159

113

3

55

67

28

0

14

H

2

1

136

115

3

42,275

(128%)

82,875

(196%)

108,850

(131%)

137,325

(126%)

235,325

(171%)

281,950

(119%)

381,125

(135%)
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第3節 デ ー タ通 信 シス テ ム

1デ ータ通信 システ ムの種類

データ通信システムは,電 気通信回線と電子計算機及び端末機器の設置主

体の別により次の三つの形態に分けられる。

① 自営システム

電電公社又は国際電電が提供する電気通信回線に民間企業等が自己の電

子計算機及び端末機器を接続 して構成するデータ通信システム

② 公社 システム又は会社 システム

電電公社又は国際電電が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機

及び端末機器を設置 し,顧 客にデータ通信サービスを提供するデータ通信

シ ス ァ ム

③ 私設 システム

民間企業等が電気通信回線並びにこれに接続する電子計算機及び端末機

器を設置 して構成するデータ通信システム

2国 内データ通信 シス テム

(1)年 度 別設置状況

自営 システム及び公社 システ ムの43年 度 以降 における各年度末現在 の シス

テ ム数は,第2-4-6表 の とお りである。

55年 度におけ る全体 の システ ム数 の伸 びは,対 前年度 比に して26%増 で あ

った。

自営 シス テムは,47年 度末 以前 においては,す べ て特定通信回線(46年 度

9月1日 前は専用 回線)を 利用す る システ ムであ り,公 衆通信回線を利用す

る システムは48年 度に出現 した。55年 度末現在5,807シ ステ ムで,そ の内訳

は特定通信回線を利用 しているものが,3,628シ ス テ ム(こ の うち,公 衆通
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国内データ通信システムの年度別設置状況

年度別

区 別

シ

ス

テ

ム

数

自 営
シ ステ ム

公 社
シ ステ ム

計

対前年度
増 加 数

対前年度比
(%)

44

122

4

126

49

164

45

188

7

195

69

155

46

295

13

308

ll3

158

47

441

27

468

160

152

48

706

38

744

276

159

49

1,126

42

1,168

424

157

50

1,429

50

1,479

311

127

51

1,999

58

2,057

578

139

52

2,689

60

2,749

692

134

53

3,403

65

3,468

719

126

54

4,598

70

4,668

1,200

135

55

5,807

72

5,879

1,211

126

信回線を併用 している ものは350シ ス テム),公 衆通 信回線 を利用 してい るも

のが2,179シ ス テム(特 定通信回線を併用 しているものを含めれば2,529シ ス

テ ム)で あ る。

公社 システムは,43年 度 にサー ビスを開始 し,55年 度 末現在 のシステ ム数

は72シ ステムとな っている。

私設 システムは,制 度的には有線電気通信法に基づ き設置 され てい るもの

であ って,電 力事業の 自動給電 システム,運 輸業の座席予約 システム,地 方

公共団体 の公害監視 システム等があ る。

(2)対 象 業務別設置状況

自営 シス テムの対 象業務別 システム数は,第2-4-7表 の と お りで あ

る。

過去3年 間を通 じ,製 造 業者,商 事会社等の事務管理 を対象 とす る も の

は,逐 年増加 し,55年 度 においては67%を 占め てい る。金融業務を対象 とす

るもの,官 公庁関係 の業務を対 象 とす るもの及び株式取引,運 送管理,そ の

他を対 象 とす るものは,絶 対数においては増加 してい るものの,割 合 と して

はそれ ぞれ9～16%程 度 とな っている。

システ ム数の多い順か ら7位 までの対 象業務は,第2-4-8表 の とお り

であって,生 産 ・在 庫 ・販売管理 システ ム及 び金融 システムが常に上位 にあ



第2-4-7表 国内自営システムの対象業務別設置状況(1)

区 別

年 度 別

金融業務を
対象とする
もの

預金・為替・貸付 ・信託

51

芸ス薮1轍 比

製造業者,
商事会社等
の生産 ・販

売 ・在庫等
の事務管理
を対象 とす
るもの

291

%
14.6

小 計 291h・ ・

生産 ・在庫 ・販売管理

経 営 管 理

そ の 他

873

25

164

43。7

1。2

8.2

52

芸ス薮1構成比

363
%
13.5

53

芸ス薮睡成比

379

%
ll.7

36311・ ・1・ ・glll・ ・

1,226

25

229

45.6

0.9

8.5

1,751

182

179

51。4

5。3

5.3

54

芸ス薮1轍 比

494

%
10,7

55

芸ス薮瞬 成比

1

曽
み

1

官公庁関係
の業務を対

象とするも
の

株式取引,
運送管理,
その他を対

象とするも
の

494

2,544

151

220

521
%聡
9.ObO

1・ ・15211… 萌

55.3

3.3

4,8

小 計 1,・621・ ・1レ,48・ 陣 ・1・112i61…9151…

公 害 監 視

愛㌔技轡 箒
そ の 他

107

25

72

74

5.4

1.2

3.6

3.7

111

39

83

109

4,l

l.5

3.1

4.1

131

36

91

136

3.8

LO

2.6

4.0

157

47

101

178

3。4

1.0

2.2

3.9

3,440

166

270

592

2.9

4.6

・876【 …

157

48

106
188

2.7

0.8

1.8

3.3

小 計 2781・ ・ 【342i12・ ・ 【39411・ ・148311・ ・149gi・ ・

株 式 取 引
運 送 管 理
科 学 技 術 計 算
メ ツセ ー ジ 通 信
受 託 計 算
保 険
そ の 他

22

36

20

18

48

29

195

1,l

l.8

LO

O.9

2.4

L5

9.7

28

41

26

28

77

35

269

1.0

1.5

1.O

l.0

2.9

1.3

10.0

21

45

91

18

81

45

217

0.6

1.3

2.6

0.5

2.4

1.3

6.3

28

58

117

31

130

47

295

0.6

1。3

2.6

0.7

2.8

LO

6.4

24
96

144

46
178

43

380

0.4

1。7

2.5

0.8

3.1

0.7

6.5

小 計 3681・ ・[・ ・418・7518115・ ・1・ ・61・ ・igl1レ ・・

合 計 1,9991…1・6891・ ・ ・ …31… 「 ・5981… 匡 ・・711…



第2-4-8表 国内自営システムの対象業務別設置状況(2)

∵醗」
1

2

3

4

5

6

7

5!

対 象業務

生産・在庫・
販売管理

金 融

公 害監視

交 通制御

受託計算

運 送管理

保 険

合 計

構成比

%

43.7

14,6

5.4

3.6

2、4

1,8

1,5

73.0

52

対 象業 務

生産・在庫・
販売管 理

金 融

公 害 監視

交 通制 御

受 託計 算

運 送管 理

科学技術計
算(官公庁)

構成比

%
45.6

13.5

4.1

3.1

2.9

1.5

1.5

72.2

53

対 象業務

生産・在庫・
販 売管 理

金 融

経 営管理

公害 監視

交 通制 御

科学技術計
算(民 間)

受託 計 算

構成比

%
51.4

11,7

5.3

3.8

2.6

2.6

2.4

79.8

54

対 象業務

生産・在庫・
販売 管理

金 融

公害 監視

経 営管 理

受託 計算

科学技術計
算(民 間)

交通 制御

構成比

%
55.3

10.7

3.4

3.3

2,8

2.6

2.2

80.3

55

対象 業務

生産・在庫・
販 売 管 理

金 融

受 託 計 算

経 営 管 理

公 害 監 視

科学技術計
算(民 間)

交 通 制 御

構成比

%

59.2

9.0

3.1

2.9

2.7

2・5器

ド
1・8轟

里
81.2i

「

銭
の

1



第2-4-9表 国内自営システムの業種別設置状況

区 別

年 度 別

製 造 業 ・建 設 業

商 業

金 融 業

証 券 業

保 険 業

運 輸 業

電 力 ・ガ ス 事 業

通信 ・出版 ・サービス業

倉 庫 ・不 動 産 業

情 報 通 信 事 業 ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

政 府

地 方 公i共 団 体

国

法

そ

立 大 学

人 団 体

の 他

合 計

51

シス テ ム数

739

323

291

18

30

56

20

92

18

95

52

202

24

33

6

1,999

構成比

%

37.0

16.2

14.6

0.9

1.5

2.8

1.0

46

0.9

4.7

2.6

10。1

1.2

1.6

0.3

100.O

52

シ ステ ム数

1,005

475

363

18

35

68

21

125

29

151

64

241

37

49

8

2,689

構成比

%

37.4

17.6

13.5

0.7

1.3

2.5

0.8

4.6

1.1

5,6

2。4

9.0

1.4

1.8

0.3

100.0

53

シ ステ ム数

1,319

669

399

19

44

88

20

151

45

211

76

253

45

62

2

3,403

構成比

%

38.8

19.7

1L7

0.6

1.3

2.6

0.6

4.4

1.3

6。2

2.2

7.4

1.3

1.8

0.1

100.0

54

シス テ ム数

1,758

983

494

23

47

120

30

203

67

294

86

308

53

118

14

4,598

構成比

%

38.2

2L4

10,7

0,5

1,0

2.6

0.6

4.4

1.5

6.4

1.9

6.7

L2

2.6

0.3

100.0

55

1

障
の

1

シ ス テ ム数

2,246

1,463

521

28

43

153

25

283

85

341

IOl

318

48

136

皇6

5,807

構成比 い

%

38.7

25.2

9.O

O。5

0.7

2.6

0.4

4。9

1.5

5,9

L7

5.5

0.8

2。3

0.3

100。0
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る。

なお,公 衆通信回線を利用 している システムの対 象業務別利用状況は,生

産 ・在庫 。販売管理 システ ムが1,441シ ステ ム,金 融 システム101シ ス テム,

経 営管理 システム80シ ステ ム,受 託 計算69シ ステム,科 学技術計算(民 間)

51シ ス テ ム等 となってい る。

(3)業 種別設置状況

自営 システ ムの業種別 システ ム数 は,第2-4-9表 の とお りである。 シ

ステム数の多い業種は,製 造業 ・建 設業,商 業及 び金融業であ って,こ れ ら

の システム数の合計は全 システム数の約73%を 占 めてい る。全 システム数 に

占める割合の推移をみる と,デ ータ通信の導 入が比較的早期に普及 した金融

業及 び証券業は逐年低下 し,商 業は,着 実に増加 してい る。

なお,公 衆通信回線を利用 してい るシステ ムの業種別設置 状 況 は,製 造

業 ・建設業が991シ ス テム,商 業が660シ ステ ム,情 報通信事業 ・ソフ トウ占

ア業が126シ ス テ ム,通 信 ・出版 ・サ ービス業 が101シ ス テ ム,金 融業 が101

シス テ ム等 となってい る。

3国 際 データ通信 システ ム

(1)国 際 データ通信 システムの設置状況

国際デ ータ通 信 システムは,電 子計算機 の設置場所に よ り次の二 つに分け

られ る。

1型:我 が国に設置 された電子計算機 と海外の出先機関 の端末 とを接続 し

た もの。

H型=外 国に設置 された電子計算機 と国 内の端末 とを接続 し,シ ステ ムの

一部を構成 している もの。

第2-4-10表 は システムの種類別設置状況を示 した もので ある。55年 度

末の設置数 は 自営 システム150(1型115,H型35),会 社 システム6,合 計

156シ ス テ ムであ り,前 年度に比べ て35シ ステ ムが増加 した。

なお,私 設 システ ムはない。
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第2-4-10表 国際データ通信システムの設置状況

シス

テ ムの 種 類

年度別
49 50 51 52 53 54 55

自 営

シ ステ ム

1型121122[・ ・1331・ ・179[115

・ 型1181・ ・1221271・2 37135
小 司 ・・ 421471・ ・ ・・ll16115・

会 社 シ ス テ ・1 1 11・1・ ・ 【 ・1・

計 ・・143 491・2 84 121 156

第2-4-11表 国際自営システムの対象業務別設置状況

試
美特;り

デ ー タ 処 理

49

31(17)

50

32(18)

51

35(20)

・(・)1・(・)・(・)

52

44(27)

5(3)

53

59(42)

54

90(73)

8(3)11(3)

55

123(107)

14(5)

座席 。ホテル予約 ・(・)・(・)・(・)i・(・)1・(・)1・(・)1・(・)

情報通信サービス 2(0)2(O)3(1)5(1)6(1) ・(1)1・(1)

計
139(21)142(22)47(25)・ ・(33)・ ・(48)1116(79)115。(115)

(注)Oは1型 システムの再掲である。

(2)対 象 業務別設置状況

自営 システムの対 象業務別設置状況は第2-4-11表 に 示す と お りで あ

る。全150シ ステ ムの うち123シ ス テムが メ ッセ ージ ・スイ ッチ ングシステ

ムで あ り,約82%を 占めてい る。

データの処理を行 う残 り27シ ステムの内訳は次 のとお りである。

気象庁 の気象 データ編集 シス テム1

銀 行 のデータ処理 システ ム3

機 械製造業者の データ処理 システム6

証 券会社 のデータ処理 システ ム1

海 運 会社のデータ処理 システム3
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航 空会社の座席 予約 システム5

旅 行業者のホテル予約 システ ム1

情 報通信事業者 のタイム ・シェア リング ・システム7

(3)業 種 別設置状況

第2-4-12表 は,自 営 システムの業種別設置状況を示 した ものであ る。

55年 度末においては,製 造業(48シ ス テ ム,32%),商 業(30シ ス テム,20

%),運 輸 業(24シ ステ ム,16%),金 融 業(31シ ステ ム,20.7%)が 多 く,

全150シ ス テム中この四者で88.7%を 占めている。

製造業の48シ ステ ムの うち15シ ステ ムは,米 国に電子計 算機iが設置 され て

いる外国企業の システムである。商業の30シ ステムの うち27シ ステ ムは,我

が国の商事会社の システムであ り,海 外の支店,営 業所 との間に グローバル

な システムを構成 して,販 売情報の収集,販 売指示,海 外か らの商品照会等

の メッセ ージ ・スイ ッチ ソグを行 っている。

運輸業の24シ ステ ムは,航 空会社,海 運会社の システ ムであ り,5シ ステ

ムが航空座席予約 システ ムであ る。

第2-4-12表 国際自営システムの業種別設置状況

訳
製 造 業

商 業

金 融 業

証 券 業

運 輸 業

通 信 ・出 版 ・
サ ー ビ ス 業

情報通信事業 ・
ソフ トウェア業

政 府

計

49

13(1)

10(9)

2(2)

1(1)

6(5)

2(0)

2(0)

3(3)

39(21)

50

14(2)

10(9)

2(2)

1(1)

8(5)

2(0)

2(o)

3(3)

42(22)

51

13(2)

il(9)

4(4)

1(1)

10(5)

2(0)

3(1)

3(3)

47(25)

52

17(6)

14(11)

7(5)

1(1)

10(5)

3(1)

5(1)

3(3)

60(33)

53

23(11)

16(13)

13(9)

1(1)

15(9)

3(1)

6(1)

3(3)

80(48)

54

33(18)

25(22)

22(18)

3(3)

18(13)

3(1)

9(1)

3(3)

ll6(79)

55

48(33)

30(27)

31(27)

4(4)

24(19)

3(1)

7(1)

3(3)

15Q(115)

(注)()内 は1型 シス テ ムの再 掲 であ る。
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第4節 情報通信事業

1電 電公社の情報通信事業

(1)デ ータ通信設備サービスの種類

データ通信設備サービスは,電 電公社が電気通信回線及びこれに接続する

電子計算機等からなる電気通信設備を一体 として設置 し,利 用者にサービス

を提供するもので,こ の種類は第2-4-13表 のとお りである。

第2-4-13表 データ通信設備サービスの種類

区 別 サ ー ビ ス の 種 類

公衆データ通信サービス
販売在庫管理 システムサービス(DRESS)

科学技術計算 システムサービス(DEMOS-E)

樋 デ ー・通信サービ刈 各種 システ・サービ・

公衆 データ通信サ ービスは,電 電公社 があ らか じめ用意 した システムを共

同利用す るいわば レデ ィメイ ド型サ ー ビスであ り,「 販売在庫管理 システ ム

サ ービス」及 び 「科学技術計算 システ ムサ ー ピス」があ る。

各種 データ通信サ ー ビスは,電 電公社がユ ーザの求めに よ りその対 象業務

に応 じた サー ビスを提供す るいわば オ ーダメイ ド型サ ー ビスであ り,「 運輸

省 自動車登録検査 システム」,「全国銀行為替 システ ム」,「気象庁地域気象観

測 システ ム」等がその例であ る。

(2)公 衆 デ ータ通信サー ビス

ア.販 売在庫管理 システ ムサ ービス(DRESS)

販 売在 庫管理 システムサ ー ビスは,販 売管理 ・在庫 管理 に必要 な各種伝 票

の作成,フ ァイルの更新,管 理資料の作成等の処理 がで きるサ ー ビ ス と し

て,45年9月 東京 で開始 され て以来順調な伸びを示 し,55年 度 末現 在におい

てユーザ数1,458,端 末 数5,679と な っている。
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55年 度末現在 におけ るサ ービスの提供状況は,第2-4-14表 の とお りで

あ る。

55年 度末現在 におけ る販売在庫管理 システムサ ービスの利用状況をユ ーザ

数,端 末数及 び1ユ ーザ当た りの平 均端末数でみ ると第2-4-15表 の とお

りであ り,前 年 度に比べ てユーザ数は約4%,端 末 数は約36%増 加 してお

り,1ユ ーザ当た りの平均端末数は3.9台 で ある。

このサ ー ビスのユ ーザの業種別構成の概略は,第2-4-16図 の とお りで

あ り,商 業51%,製 造 業 ・建設業34%と,こ れ らで全体 の約85%を 占めてい

る。

次に,ユ ーザの資本金,従 業員別事業規模 につ いてみ ると,資 本金におい

ては5千 万 円未満の企業が70%を 占め,従 業員数 においては100人 未 満の企

業が67%を 占 めてお り,販 売在庫管理 システ ムサー ビスが中小企業 を中心に

利用 され ていることを示 しているが,自 営 システ ムとの接続,1ユ ーザ当た

りの端末数 の増加 など内容的変化が著 しくな って きている。

イ.科 学技術計算 システ ムサー ビス(DEMOS-E)

科 学 技術 計算 システムサ ービスは,高 度な技術計算や経営科学計算ができ

る我が国初 の商用TSSと して,46年3月 東京 で開始 されて以来順 調な伸び

を示 し,55年 度 末現在 におい てユーザ数1,794,端 末数2,107と な ってい る。

48年 度には,電 電公社が国産 メーカ3社 と共同開発 した高性能の超大型電

子計算機であるDIPS-1を 利 用 した科学技術計算 システムサ ービス(DEM

OS-E)が 開始 された。

55年 度末現在におけるサ ービスの提供状況は第2-4-17表 の とお りであ

る。

55年 度末現在 におけ る科学技術 計算 システムサ ービスの利用状況をユーザ

数,端 末数及 び1ユ ーザ当た りの平均端末数でみる と,第2-4-18表 の と

お りであ り,ユ ーザ数,端 末数 とも対前年度比いずれ も約23%増 加 してい

る。1ユ ーザ当た りの平均端末数 は,前 年度 と同様1.2台 とな ってい る。

このサ ービスのユーザの業種別構成 は第2-4-19図 の とお りであ り,通
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第2-4-14表

論

販売在庫管理システムサービスの提供状況

(55年度末現在)

セ ン タ(lD

サ ブセ ン タ(56)

札 幌,仙 台,東 京H,東 京 皿,横 浜,

H,大 阪 田,広 島,福 岡H

名古屋H,名 古屋皿,大 阪

釧 路,帯 広,旭 川,函 館,青 森,八 戸,秋 田,盛 岡,山 形,福 島

郡 山,宇 都 宮,水 戸,前 橋,浦 和,甲 府,千 葉,静 岡,浜 松,沼

津,四 日市,豊 橋,新 潟,長 野,松 本,長 岡,富 山,金 沢,福 井

岐 阜,一 宮,京 都,神 戸,姫 路,八 尾,和 歌 山,倉 敷,岡 山,福

山,鳥 取,松 江,徳 山,下 関,高 松,徳 島,松 山,高 知,北 九 州

大 分,佐 賀,佐 世 保,久 留 米,長 崎,熊 本,宮 崎,鹿 児 島

第2-4-15表 販 売在庫管理システムサーピスの利用状況

区護
ユ ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当た りの平均端末数

5i

972

3,190

3.3

52

1,147

3,475

3.0

53

1,279

3,758

2.9

54

1,400

4,164

3.0

55

1,458

5,679

3.9

対 前
年度比

%
104.1

136.4

第2-4-16図 販 売在庫管理システムサー

ビスのユーザの業種別内訳

(55年度 末現在)

その他

15%

製造業 ・

建設業

34%

ユ ーザ総 数

1,458 商 業

ユ ーザ51%



第2-4-17表
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科学技術計算システムサービスの提供状況

(55年度末現在)

・ ・ タ(・)陳 京皿凍 飢 鯨v汰 阪・,大 阪皿,綱

サ ブ セ ン タ(62)

釧 路,帯 広,旭 川,札 幌,室 蘭,函 館,青 森,盛 岡,秋 田,仙 台

山形,福 島,新 潟,長 岡,松 本,長 野,前 橋,千 葉,水 戸,宇 都

宮,浦 和,横 浜,川 崎,相 模 原,立 川,国 分寺,武 蔵 野 三 鷹,静

岡,浜 松,沼 津,名 古 屋,寝 屋 川,四 日市,岐 阜,京 都,神 戸,

堺,西 宮,八 尾,姫 路,和 歌 山,富 山,金 沢,福 井,広 島,岡 山

倉 敷,松 江,福 山,徳 山,下 関,高 松,徳 島,松 山,高 知,北 九

州,大 分,佐 賀,長 崎,熊 本,宮 崎,鹿 児 島

第2-4-18表 科学技術計算システムサービスの利用状況ぱ
ユ ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当た りの平均端末数

51

921

1,102

1.2

52

1,061

1,305

1.2

53

1,234

1,486

1.2

54

1,460

1,717

i.2

55

1,794

2,107

1.2

対 前
年度比

%
122.9

122.7

第2-4-19図 科学技術計算システムサー

ビスのユーザの業種別内訳

(55年 度末現在)

その他

13%

通信 ・出
ユーザ総数 版 ・サー

1,794ビ ス業

製造業.ユ ーザ52%

建 設 業

35%
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信 一出版 ・サ ービス業52%,製 造 業 ・建設 業35%と,こ れ らで全体 の約87%

を 占 めてい る。

また,ユ ーザの資本金,従 業員別事業 規模 につ いてみる と,資 本金 におい

ては1千 万円未満の企業が22%を 占める一方,1億 円以上 の企業 も26%を 占

め てい る。同様に従業員数 において も,25人 未 満の企業が36%を 占めてい

るが,500人 以上 の企業 も18%を 占めてお り,科 学技術 計算 システ ムサ ービ

スのユーザの両極化現象がみ られ る。

(3)各 種 デー タ通信サー ビス

55年 度においては栃 木県救急 医療情報 システ ム等5シ ステ ムが開始 され,

55年 度 末現在におけ るシステ ム数 は55シ ステ ムとな ってい る。

各種デ ータ通 信 システ ムの利用状況を43年 度 以降 の推移 でみる と,第2-

4-20表 の とお りであ り,シ ステ ム数 の増加 とともに システ ムの平 均規模が

年 々拡大 してい る。

また,55年 度 末現在における システ ムを対 象業 種別 にみる と第2-4-21

表 の とお りであ り,預 金 ・貸付 ・為 替等 の金融業務 が多 く29シ ステ ムとな っ

てい るがその全体 に占める割合 は徐 々に減少 している。

2国 際電電の情報通信事業

国際電電は,従 来か ら国際電 電があ らか じめ用 意 した システ ムを ユーザが

共 同利用 す るいわぽ レデ ィメー ド型のデ ータ通 信サ ービス と して国際オ ー ト

メ ックスサ ー ビスを提 供 して きているが,51年 度 には新 たにユ ーザの求めに

応 じてシステ ムを設置 しサ ービスを提供す るいわ ぽオ ーダメイ ド型 のデ ータ

通信サ ービスの提 供を開始 した。

国際 オー トメ ックスサ ーピスは,国 際電電 のセ ソタに設置 した電子計算機

に海外及び国内の端末を結ぶ電気通 信回線を接続 し,同 一 ユーザ間の メ ッセ

ージ ・スイ ッチソグを行 うサ ービスである。 サー ビス内容 と しては,メ ッセ

ージの中継
,通 信文の再送,伝 送速 度の変換等 の機能を持 ち,端 末装置につ

いてはポ ー リング方式 も可能である。55年 度末のユ ーザ数 は25,端 末 数は



第2-4-20表 各種データ通信システムの推移

区 別

年 度 別
44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55

シ ス テ ・ 数1・1481・125126i・ ・1361391441・2【55

端 末 数 レ ・11196149711・2151・418巨 ・6躯 … 巨8511・46・1・6631・3981ユ1,328

1シ ス テ ・当 た ・平 均 端 末 数1…1…1・ ・1i71・ ・1… レ4・ ・ll4・ ・7116・ ・116・ ・117・ ・118・72…

第2-4-21表 各種システムサービスの対象業務別内訳一
シス テ ム数

対象業務

金 融 業 務

自 動 車 登 録 検 査 業 務

座 席 予 約 業 務

税 務 関 係 業 務

信 用・購 買 ・販 売 業 務

気 象 観 測 情 報 業 務

環 境 情 報 業 務

生 鮮 食 料 品流 通情 報業務

救急医療情報 ・病院情報業務

官 庁 会 計 業 務

保 険 業 務

51

シ ス テ
ム 数

25

1

1

3

2

1

1

1

1

0

0

構成比

69.4%

2.8

2。8

8.3

5.5

2.8

2.8

2.8

2.8

0

0

52

シ ステ
ム 数

26

L

1

3

2

1

1

1

2

1

0

構成比

66.6%

2.6

2.6

7.6

5.1

2.6

2.6

2.6

5.1

2,6

0

53

シ ステ
ム 数

27

1

1

4

2

i

l

l

5

1

0

構成比

6L3%

2.3

2.3

9.1

4.5

2.3

2.3

2.3

1L4

2.3

0

54

シ ステ
ム 数

29

1

1

2

2

1

1

1

12

1

1

構成比

559%

1.9

1.9

3.9

3.9

Lg

l。9

L9

23.0

1.9

L9

55

シス テ

ム 数

29

1

1

2

2

1

1

1

15

1

1

構成比

52.8%

1.8

L8

3.6

3.6

1。8

1.8

L8

27.4

L8

1.8

戯

曳

1

計 361・ 呵391…1441…15211… 【5511Q・ ・

1

旨
ね

1



第2-4-22表 民間の情報通信事業者の資本金からみた企業規模

資 本 金

企 業 数

1千 万円

未 満

12
社

1千 万 円以上
3千 万円未満

26

社

3千 万 円以上5千 万円以上
5千 万円未満1億 円 未 満

20
社

20

社

構成比(%) 9.7 …1 16.1 16.1

1億 円以上
5億 円未満

27
社

5億 円以上
10億 円未満

12
社

10億円以上
20億 円未満

4

社

20億 円

以 上

3

社

計

124
社

「

鵠1社当た ①

り 平 均1

億円

(11:1)警

21・8i・ ・1・ ・ ・・11…1

(注)()内 は電子計算機等の製造 ・賃貸 ・販売業を主たる業務とする2社 を除いた平均。

第2-4-23表 民間の情報通信事業者の従業員数からみた企業規模

従 業 員 数

企 業 数

50人 未満
50人 以 上

100人 未 満

41社1

100人 以上

200人 未 満

26社1

200入 以 上

300人 未 満

27社i

300人 以 上

500人 未 満

12社i

500人 以 上

700人 未 満

・社1

700人 以上

・社1

計

・社1

1社 当た

り 平 均

124社1 183
人

構 成 比(%) ・・ll…121・8i ・ ・1・ ・ ・・1 5.7 100。0

(注)情 報処理部門における従業員数。

第2-4-24表 民間の情報通信事業者の年間売上高からみた企業規模

年間売上高

区 別

企 業

1億 円未満

数1 9
社

1億 円以上
5億 円未満

5億 円以上
lo億 円未満

38社1 27

社

10億 円以上
20億 円未満

21
社

構成 比(刎 刺 …

20億 円以上30億 円以上
30億 円未満40億 円未満

11
社

40億 円以上
50億 円未満

・社1

50億 円以上

・社1

計

16社1 124
社

[社 当た

り 平 均

億 円
17.6

21.8 1・ ・1 8.9 1・・1 ・ll・ ・11・ …i

(注)情 報処理部門における売上高。
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246で あ る。 オーダメイ ド型のサ ービスの対象業務はユーザの国内本支店 と

海 外支店間 のメ ッセ ージ ・スイ ッチ ング及び国内取 引先への メッセ ージ配信

等 であ って,そ の システ ム数 は55年 度末現在5シ ステムであ る。

3民 間 の 情 報通 信 事業

(1)企 業 規 模

情報通信事業を行 っている民間企業の資本 金,従 業員数及び年間売上高か

らみた企業規模 は,郵 政 省が実施 した調査 に よればそ れ ぞ れ 第2-4-22

表,第2-4-23表 及 び第2-4-24表 の とお りであ る。

(2)提 供 しているサー ビス

ア.シ ステム数

これ らの企業 のサー ビスシステ ムの数は198で あ り,こ の中には親会社専

用 の システムも33含 まれている。

イ.サ ー ビスの種類

システムのサ ービスの種類別分類は第2-4-25表 の とお りであるが,そ

の内訳をみ ると専用 システム(こ こでは,特 定 の1ユ ーザのみに対 してサー

第2-4-25表 民間の情報通信事業者のシステムのサービス別分類

用 途

シ ス テ ム 数

販売 ・在庫
管 理 業 務

19

証券取引
業 務

3

銀行業務

7

その他の
特殊業務

51

多 目 的

ll8

計

198

第2-4-26表 民間の情報通信事業者のサービス提供地域

サービス提供地域 シ ス テ ム 数

全 国 的 な も の 69

地 域 的 な も の

東 京 地 区

大 阪 〃

名古屋 〃

その 他 の地 区

43

14

11

61

計 198
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ビス提供を行 ってい るシステ ムをい う。)が78,共 用 システム(こ こでは複

数のユ ーザを対象 としてサー ビス提供を行 ってい る システムをい う。)が120

含 まれ ている。

ウ.サ ー ビス提供地域

サー ビス提供地域は第2-4-26表 の とお りであ る。全 国的 な システムは

69シ ステムであ るが,こ の うち14シ ステムは専用 システムであ り,残 り55シ

ス テムには,証 券市場の情報を提供す るシステ ム,米 国にあ るコ ンピュータ

に接続 してい る国際的 システ ム等 がある。地 域的な システ ムは,東 京,大 阪

の大都市を中心 とした ものが多 い。

エ.ユ ーザ数及 び端末数

1シ ステム当た りのユーザ数及 び端末数 の状況 はそれ ぞれ第2-4-27表

及 び第2-4-28表 の とお りである。

第2-4-27表 民間の情報通信事業者のユーザ数別システム数

ユ ーザ 数

シス テ ム数

1

78

2以 上
10未満

65

10以 上

50未 満

29

50以 上

100未 満

12

100以 上

200未 満

8

200以 上

6

計

198

1シ ステ ム

当 た り平 均
ユ ー ザ 数

28.9

第2-4-28表 民間の情報通信事業者の端末数別システム数

端 末 数

シ ス テ ム 数

lo未 満

85

10以 上

50未 満

49

50以 上

100未 満

22

100以 上

200未 満

正4

200以 上

28

計

198

1シ ステム

当た り平均
端 末 数

149.3
(78.1)

(注)()内 は証券布場情報提供業務を行 う1シ ステム,証 券取引業務を行 う1シ

ステム及びその他極端に数の多い1シ ステムの端末数を除いた平均。


